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2 Lp- 9　　　　　　　日本の戸建持家における補修 一改造を妨げる要因
-一 戸建住宅所有者の維持管理行動の推進に関する研究-

○和田 香織＊ 中野 迪代＊＊ 一棟 宏子＊3 斉藤 広子＊4

（＊明海大・院、＊＊岐阜女大 ＊3大阪樟蔭女大 ＊4明海大）

【目的】現在住んでいる住宅を補修・改造しつつ、安全に長持ちさせることは、文化の継

承や環境保全の面からも強く求められれている。しかし、現実には所有者の改善意欲を削
ぐような社会要因が存在し、多くの良質な住宅が次々と壊されている。本報では、戸建持

家の補修・改造を妨げる要因について、業者と所有者の両視点から明らかにする。

【方法】業者対しては、1998 年に日本民家再生リサイクル協会加入建築業者に民家再生に

関する郵送調査を実施した。 有効回収件数は144 件（回収率75.8% ）であった。所有者に
対しては、ＤＩＹによって自宅を建築・改修した２名に、動機、材料・道具の入手方法等

についてのインタビュー調査を実施した。
【結果】協会加入建築業者が考える民家再生の普及のための障害（自由記述）の上位４位
は、①コスト高になる、②社会的認識が低い、③啓蒙活動・情報の不足、④技術者・職人

の不足であった。また、所有者自身のＤＩＹ事例で判明した障害は、①素人に対してわか

りやすく説明した専門書がない　 ②部材・材料、その情報について、国内の流通経路が複
雑で、素人には入手困難な場合が多い　③もともとリフォームしやすい施工方法でないた

め、生活の変化に対応しにくい　④専門業者に依頼するリフォームは、欠陥箇所を覆い隠
す例が多く、逆に住宅の寿命を縮め、危険な状態の原因となる　⑤部材・材料などのメー

カーが、一般消費者に情報を開示せず、企業による商品情報操作に阻まれる、などであっ

た。業者は主に所有者の認識・情報不足を、所有者は市場や専門家の閉鎖性を挙げていた。

2 Lp-10　　　　　　　　米・豪の戸建住宅所有者の中古住宅観

一 戸建住宅所有者の維持管理行動の推進に関する研究一一
○中野 迪代＊　一棟 宏子＊＊

（＊岐阜女大、＊＊大阪樟蔭女大）

【目的】住宅を安全で快適に長持ちさせるためには、所有者の改善意欲を高め、適宜適切
に維持管理が行われることが重要である。それには、健全な中古住宅市場の存在が密接に
関係しており、その市場は人々の中古住宅に対する評価に影響される。本報では中古住宅
市場の活発な豪・米の戸建住宅所有者の中古住宅観を、一部日本と比較して報告する。
【方法】1997年に豪・ﾌﾞﾘｽﾍﾟﾝ市と米・ﾌﾚｽﾞﾉ市において戸建持家所有者を対象にｱﾝﾄﾄ 調査
を実施。有効回収件数は各291 件（87. 4%）と100 件（50. OX）。日本資料は（社）住宅生産
団体連合会「住宅は社会性を持った財」研究会の報告書（1996年一有効件数334）を使用。
【結果】①豪・米とも期待住宅耐用年数100 年以上（ 豪44%/米281 以下同じ）が最も多い
が、豪の方が長く期待しており、平均期待耐用年数は豪84.3年、米71.7年である（日は100
年以上18駕で48.4年）。②住宅購入時に転売を考慮する率は両国とも9 割前後だが、米の
方がやや多い（日は35%）。③中古住宅の資産価値については、米の方がより強く意識して
いる（62%/&＼%一日は48%）。④メンテナンスは住宅の価値を上げるという考えは両国に差が
なく9 割以上を占める（日は61X）o ⑤「誰が住んでいたかわからない中古住宅は、価格が
安くても嫌」という意見を否定する率は、米の方が高い（66%/80% 一日は41%）。⑥次の移動
で中古住宅を購入する可能性は両国とも9 割弱だが、「完全に安全なものなら」は豪が（43
%/33%）、「自分で手直しや補修できる程度なら」は米が（46X/55% ）多い。⑦中古住宅購入
時に欠陥が発見された場合でも、「購入しない」と考える率は両国ともn% と少ないが、
「自分で修理できる程度なら」購入する率は米がやや高い（57%/63X ）。全体に、豪より米
の方が中古住宅に対する許容度が高い傾向が見られた。

245


